
 

 

 

長野県地域防災計画（火山災害対策編）の修正について 

 

 

 

長野県危機管理部 

危機管理防災課長 

 

 

活動火山対策特別措置法（昭和48 年法律第61 号。）第５条第２項の規定に

より、県地域防災計画に同条第１項に関わる事項を定めるとき、または変更す

るときには、火山防災協議会の意見聴取をすることが義務付けられています。     

ついては、別添「平成29年度 長野県地域防災計画 火山災害対策編 修正

抜粋」のとおり修正し、意見聴取を行った結果は、以下のとおりです。 

 

 

記 

 

１ 修正対象計画 長野県地域防災計画 火山災害対策編（平成29年度修正） 

 

 

 

２ 主な修正内容 防災基本計画修正に伴う修正 

         火山防災協議会連絡網の追加 

誤記及び表現内容の修正 

 

 

３ 意見内容    誤字脱字について御指摘いただき修正を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県危機管理部  危機管理防災課 

（課長）高見澤 靖 （担当）林田 貴志 

T E L：026-235-7184 

F A X：026-233-4332 

Mail：kazan@pref.nagano.lg.jp 

資料５ 



活動火山対策特別措置法抜粋 

第五条 都道府県防災会議（災害対策基本法 （昭和三十六年法律第二百二十三号）第十四

条第一項 の都道府県防災会議をいう。以下同じ。）は、第三条第一項の規定による警

戒地域の指定があつたときは、都道府県地域防災計画（同法第四十条第一項の都道府県

地域防災計画をいう。次項及び第九条において同じ。）において、当該警戒地域ごと

に、次に掲げる事項について定めなければならない。 

一 火山現象の発生及び推移に関する情報の収集及び伝達並びに予報又は警報の発令及

び伝達に関する事項 

二 市町村防災会議（災害対策基本法第十六条第一項の市町村防災会議をいい、これを

設置しない市町村にあつては、当該市町村の長とする。以下同じ。）又は市町村防災

会議の協議会（同法第十七条第一活動火山対策特別措置法項の市町村防災会議の協議

会をいう。第十条第二項において同じ。）が次条第一項第二号及び第三号（これらの

規定を第十条第二項において準用する場合を含む。）に掲げる事項を定める際の基準

となるべき事項 

三 避難及び救助に関し市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、警戒地域における火山の爆発による人的災害を防止す

るために必要な警戒避難体制に関する事項 

２ 都道府県防災会議は、前項の規定により都道府県地域防災計画において同項各号に

掲げる事項を定めようとするときは、あらかじめ、火山防災協議会の意見を聴かなけれ

ばならない。当該事項を変更しようとするときも、同様とする。 

 

活動火山対策の総合的な推進に関する基本的な指針抜粋 

（２）地域防災計画に定めるべき事項について  

火山防災対策においては、噴火が発生したときには、広範囲にわたり多数の住民や登山

者等が避難しなければならないことから、円滑かつ迅速な避難のためには、情報伝達ルー

トや具体的な「避難計画」、救助活動体制等をあらかじめ定めておくことが極めて重要で

あり、都道府県及び市町村の地域防災計画には、警戒避難体制に係る具体的かつ詳細な事

項を定めるものとする。これらの事項を地域防災計画に定める際には、「火山単位」で関

係者が一堂に会して検討した警戒避難体制と整合が図られている必要があること、また、

専門的知見も取り入れたものとする必要があることから、火山防災協議会の意見聴取を行

うこととしている。  

都道府県地域防災計画には、都道府県内における情報収集・伝達方法、予警報の発令・

伝達ルートや、「噴火警戒レベル」に則した防災対応を市町村地域防災計画に定めるべき

こと、市町村域を超えた連携が必要となる被災者情報の収集・集約方法、噴火が発生した

際の救助部隊の活動基準の策定とその運用に関する事項等を定めるものとする。その他に

も、例えば登山届、登山計画書、登山カード等（以下「登山届等」という。）の活用方法

など、地域の実情に応じて都道府県地域防災計画に記載することが必要と判断された事項

を定めるものとする。 



 

 

新新新新            旧旧旧旧    

 

 

 

 

 

長野県地域防災計画 

火山災害対策編 

 

 

 

 

平成 29 年度修正 

（平成 30 年 3 月） 

 

長野県防災会議 

 

  

 

 

 

長野県地域防災計画 

火山災害対策編 

 

 

 

 

平成 28 年度修正 

（平成 29 年 3 月） 

 

長野県防災会議 
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第２章 災害予防計画 

第１節 第３の２(2)ア(ア)  

ｆ 広域物資輸送拠点、地域内輸送拠点を経て、各避難所への支援物資を届けるた広域物資輸送拠点、地域内輸送拠点を経て、各避難所への支援物資を届けるた広域物資輸送拠点、地域内輸送拠点を経て、各避難所への支援物資を届けるた広域物資輸送拠点、地域内輸送拠点を経て、各避難所への支援物資を届けるた

めのめのめのめの緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、主要な市街地等と高速道

路のアクセス強化、ネットワーク機能の向上、道路情報ネットワークシステム、

道路防災対策等を通じて安全性、信頼性の高い道路網の整備を図る。また、避

難路、緊急輸送道路など防災上重要な経路を構成する道路について、災害時の

交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は

制限を行うとともに、無電柱化の促進を図る。 

 

第３節 第３の１(2)ア 

(シ) 噴火警報、（噴火警戒レベルを含む。以下同じ。）火山の状況に関する解説情報火山の状況に関する解説情報火山の状況に関する解説情報火山の状況に関する解説情報

（臨時）（臨時）（臨時）（臨時）、噴火速報等の火山防災情報を住民、登山者等に伝達する体制の整備に

努める。 

 

第３節 第３の１(2)イ 

 (コ)  噴火警報（噴火警戒レベルを含む。以下同じ。）、火山の状況に関する解説情火山の状況に関する解説情火山の状況に関する解説情火山の状況に関する解説情

報（臨時）報（臨時）報（臨時）報（臨時）、噴火速報等の火山防災情報を住民、登山者等に伝達する体制を整備

するものとする。 

第３節 第３の１(2)ウ 

(ウ) 気象庁、内閣府、県、市町村は、火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）に盛

り込むべき具体的な文言、情報伝達方法、情報に応じた現地の関係機関の防災

対応、手順についてあらかじめ火山防災協議会において検討し定めておくもの

とする。 

第３節 第３ 

２ 情報の分析整理 

県及び市町村は、平常時より自然情報、社会情報、防災情報等防災関連情報の収集

蓄積、情報形式の標準化に努めるとともに、パソコンネットワーク等の活用により災

害情報等共有化、住民への周知を図る。 

また、これらの蓄積された情報をベースに情報分析要員等の育成・活用等を図るもももも

のとする。また、火山防災協議会の構成員である火山専門家等のとする。また、火山防災協議会の構成員である火山専門家等のとする。また、火山防災協議会の構成員である火山専門家等のとする。また、火山防災協議会の構成員である火山専門家等の意見を活用できるよ

う努め、被害予測や的確な初動体制の確立等の災害対策に資するほか、総合的な防災

情報を網羅したマップの作成や地理情報システムの構築に努めるものとする。 

  

 

第１１節 第３の１(2)ウ(ア)ｈ 

(b) 災害時における広報 

○広報車による周知 

○避難誘導員による現地広報 

○住民組織を通じた広報 

なお市町村は、避難勧告又は指示を行う際に、国又は県に必要な助言を求め

ることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくなど、必要

な準備を整えておくものとする。 

第２章 災害予防計画 

第１節 第３の２(2)ア(ア)   

ｆ 緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、主要な市街地等と高速道路の

アクセス強化、ネットワーク機能の向上、道路情報ネットワークシステム、道

路防災対策等を通じて安全性、信頼性の高い道路網の整備を図る。また、避難

路、緊急輸送道路など防災上重要な経路を構成する道路について、災害時の交

通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は制

限を行うとともに、無電柱化の促進を図る。 

 

 

第３節 第３の１(2)ア 

 (シ) 噴火警報、（噴火警戒レベルを含む。以下同じ。）臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報、噴火速報等

の火山防災情報を住民、登山者等に伝達する体制の整備に努める。 

 

 

第３節 第３の１(2)イ 

(コ)  噴火警報（噴火警戒レベルを含む。以下同じ。）、臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報、噴火速報

等の火山防災情報を住民、登山者等に伝達する体制を整備するものとする。 

 

第３節 第３の１(2)ウ 

(ウ) 気象庁、内閣府、県、市町村は、臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報に盛り込むべき具体的な文

言、情報伝達方法、情報に応じた現地の関係機関の防災対応、手順についてあ

らかじめ火山防災協議会において検討し定めておくものとする。 

 

第３節 第３ 

２ 情報の分析整理 

県及び市町村は、平常時より自然情報、社会情報、防災情報等防災関連情報の収集

蓄積、情報形式の標準化に努めるとともに、パソコンネットワーク等の活用により災

害情報等共有化、住民への周知を図る。 

また、これらの蓄積された情報をベースに情報分析要員等の育成・活用等を図るとととと

ともに、火山専門家を火山防災協議会等の構成員として参画させるなど、専門家ともに、火山専門家を火山防災協議会等の構成員として参画させるなど、専門家ともに、火山専門家を火山防災協議会等の構成員として参画させるなど、専門家ともに、火山専門家を火山防災協議会等の構成員として参画させるなど、専門家の意

見を活用できるよう努め、被害予測や的確な初動体制の確立等の災害対策に資するほ

か、総合的な防災情報を網羅したマップの作成や地理情報システムの構築に努めるも

のとする。 

  

第１１節 第３の１(2)ウ(ア)ｈ 

(b) 災害時における広報 

○広報車による周知 

○避難誘導員による現地広報 

○住民組織を通じた広報 

なお市町村は、避難勧告又は指示を行う際に、国又は県に必要な助言を求め

ることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくなど、必要

な準備を整えておくものとする。 
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また避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等や

むを得ないときは、「屋内安全確保」の「屋内安全確保」の「屋内安全確保」の「屋内安全確保」の安全措置をとるべきことにも留意するも

のとする。 

 

第１１節 第３の４(2)ア 

 (ウ) 賃貸住宅等の情報体制強化のため、(一社)長野県宅地建物取引業協会、（公、（公、（公、（公

社）全日本不動産協会長野県本部及び（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会社）全日本不動産協会長野県本部及び（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会社）全日本不動産協会長野県本部及び（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会社）全日本不動産協会長野県本部及び（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会

との協定に基づき連携を強化する。（建設部） 

第２１節 第３の３ 

 (1) 現状および課題 

市町村と住民および防災関連機関への災害時における情報の収集伝達に有効であ

る市町村防災行政無線の整備については、平成27272727年度末現在次のとおりである。 

方式別 平成27272727年度末市町村数 

同報系（一斉通報） 66（ 85.7%） 

移動系（移動局） 69（ 89.6%） 

 

 

 

 

※複数種類を整備している市町村は、複数計上。 

 

第２４節 第３の４  

(1) 現状及び課題  

山腹崩壊、土砂流出のおそれのある山地災害危険地区については、平成29292929年4月1

日現在、山腹崩壊危険地区3,7153,7153,7153,715箇所、崩壊土砂流出危険地区4,614,614,614,610000箇所である。 

 

(2) 実施計画  

【県が実施する計画】（林務部）  

山地災害危険地区については、適宜適宜適宜適宜見直し調査を実施し、また、市町村及び関係

住民の理解と協力を得ながら、常にその状態について把握している。 

加えて、平成26年度から航空レーザー測量データを活用して、崩壊等の危険個所

の抽出を行ったたたた。 

これらの情報をもとに、対策を要する箇所について治山施設整備と森林整備によ

る災害に強い森林づくりを計画計画計画計画的に推進する 

 

第３０節 第３の２(2)ア 

(イ) 健全な森林を育成するため、適正かつ計画的な適正かつ計画的な適正かつ計画的な適正かつ計画的な間伐を実施する。 

 

第３２節 第３の１(2)エ 

 (ア) 登山者等が活火山に訪れる際に、事前にその火山の活動状況について情報

を得たうえで、自ら登山するかどうか判断することができるように、噴火警報、

予報、噴火警戒レベル、火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）、噴火警報等の火

山情報を気象庁ホームページ等で周知に努める 

 

 

 

 

 

また避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等や

むを得ないときは、屋内での待避等屋内での待避等屋内での待避等屋内での待避等安全措置をとるべきことにも留意するもの

とする。 

 

第１１節 第３の４(2)ア 

(ウ) 賃貸住宅等の情報体制強化のため、(一社)長野県宅地建物取引業協会との協

定に基づき連携を強化する。（建設部） 

 

第２１節 第３の３ 

(1) 現状および課題 

市町村と住民および防災関連機関への災害時における情報の収集伝達に有効であ

る市町村防災行政無線の整備については、平成 25252525 年度末現在次のとおりである。 

方式別 平成25252525年度末市町村数 

同報系（一斉通報） 66（ 85.7%） 

移動系（移動局） 69（ 89.6%） 

 

※複数種類を整備している市町村は、複数計上。 

 

第２４節 第３の４  

(1) 現状及び課題  

山腹崩壊、土砂流出のおそれのある山地災害危険地区については、平成28282828年4月1

日現在、山腹崩壊危険地区3,7143,7143,7143,714箇所、崩壊土砂流出危険地区4,4,4,4,607607607607箇所である。 

 

(2) 実施計画  

【県が実施する計画】（林務部）  

山地災害危険地区については、毎年毎年毎年毎年見直し調査を実施し、また、市町村及び関係

住民の理解と協力を得ながら、常にその状態について把握している。 

加えて、平成26年度から航空レーザー測量データを活用して、崩壊等の危険個所

の抽出を行っているているているている。 

これらの情報をもとに、対策を要する箇所について治山施設整備と森林整備によ

る災害に強い森林づくりを積極積極積極積極的に推進する。 

 

第３０節 第３の２(2)ア 

(イ) 健全な森林を育成するため、間伐総合対策に基づき間伐総合対策に基づき間伐総合対策に基づき間伐総合対策に基づき間伐を実施する。 

 

第３２節 第３の１(2)エ 

(ア) 登山者等が活火山に訪れる際に、事前にその火山の活動状況について情報を

得たうえで、自ら登山するかどうか判断することができるように、噴火警報、予

報、噴火警戒レベル、臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報、噴火警報等の火山情報を気象庁ホームペ

ージ等で周知に努める。 
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第３章 災害応急対策計画 

 

第１節 第２ 

３ 必要に応じて警戒区域を設定し、住民に対する避難勧告等を発令する。発令する。発令する。発令する。 

 

第１節 第３の１(2) 

イ 噴火警報・火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）、噴火速報等発表時の対応 

(ア)【県が実施する対策】 

火山現象による災害が発生するおそれのある場合、県は以下の措置をとる。 

ａ 噴火警報、火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）、噴火速報等の伝達を受けた

場合は、地域防災計画の定めるところにより、予想される災害の事態及びこれ

に対してとるべき措置について、指定地方行政機関、指定地方公共機関、市町

村その他の関係者に対し、必要な通報又は要請をする。 

ｂ 噴火警報・予報、降灰予報、火山ガス予報、噴火速報、噴火速報、噴火速報、噴火速報、火山の状況に関する

解説情報及び及び及び及び火山活動解説資料の各市町村及び関係事務所等への伝達 

ｃ 関係市町村に対する助言 

(a) 噴火警報・予報、降灰予報、火山ガス予報、噴火速報噴火速報噴火速報噴火速報及び火山の状況に関

する解説情報の住民、登山者等への広報 

(b) 登山禁止措置についての広報 

 

((((イ))))【長野地方気象台が実施する対策】 

ａａａａ  火山活動の変化を観測した場合、火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）を迅

速に発表し、火山活動の変化の事実に加え、火山機動観測による緊急観測の実

施などの対応状況を明確に公表するとともに、都道府県等必要な関係者へ伝達

するものとする。 

ｂｂｂｂ  火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）を、火山活動が変化していることを理

解できるよう、分かりやすい説明を加えて発信するものとする。 

ｃｃｃｃ  気象庁地震火山部火山課火山監視・警報センターが発表する次に示す噴火警

報・予報、降灰予報、火山ガス予報、噴火速報、噴火速報、噴火速報、噴火速報、火山の状況に関する解説情報

及び火山活動解説資料を、各関係機関に通報及び確実に伝達するものとする。 

ｄｄｄｄ  噴火警報・予報等の通報伝達系統図は、別紙１のとおり。通報及び伝達を行

う噴火警報・予報は、本文の対象市町村等に長野県内の市町村を含んだものと

する。また、火山の状況に関する解説情報及び火山活動解説資料もこれに準ず

る。なお、活動火山対策特別措置法第21条の規定に該当する情報とは、「噴火警

報」をいう。 

ｅｅｅｅ  噴火警報・予報 

・ 噴火警報(居住地域)・噴火警報(火口周辺)  

気象庁地震火山部火山課火山監視・警報センターが、噴火に伴って発生し噴火に伴って発生し噴火に伴って発生し噴火に伴って発生し

生命に危険を生命に危険を生命に危険を生命に危険を及ぼす火山現象（大きな噴石、火砕流、融雪型火山泥流等、発

生から短時間で火口周辺や居住地域に到達し、避難までの時間的猶予がほと

んどない火山現象）の発生やその拡大が予想される場合に、「警戒が必要な範

囲」（生命に危険を及ぼす範囲）を明示して発表する。「警戒が必要な範囲」

に居住地域が含まれる場合は「噴火警報（居住地域）」、含まれない場合は「噴

火警報（火口周辺）」として発表する。 

・ 噴火予報 

気象庁地震火山部火山課火山監視・警報センターが、警報の解除等を行う

場合に発表する。 

第３章 災害応急対策計画 

 

第１節 第２ 

３ 必要に応じて警戒区域を設定し、住民に対する避難勧告等を行う。行う。行う。行う。 

 

第１節 第３の１(2) 

イ 噴火警報・臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報、噴火速報等発表時の対応 

(ア)【県が実施する対策】 

火山現象による災害が発生するおそれのある場合、県は以下の措置をとる。 

ａ 噴火警報、臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報、噴火速報等の伝達を受けた場合は、地域防災計

画の定めるところにより、予想される災害の事態及びこれに対してとるべき措

置について、指定地方行政機関、指定地方公共機関、市町村その他の関係者に

対し、必要な通報又は要請をする。 

ｂ 噴火警報・予報、降灰予報、火山ガス予報、火山の状況に関する解説情報、、、、

火山活動解説資料の各市町村及び関係事務所等への伝達 

ｃ 関係市町村に対する助言 

(a) 噴火警報・予報、降灰予報、火山ガス予報及び火山の状況に関する解説情

報の住民、登山者等への広報 

(b) 登山禁止措置についての広報 

 

イ【長野地方気象台が実施する対策】 

((((アアアア)))) 火山活動の変化を観測した場合、臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報を迅速に発表し、火山活動

の変化の事実に加え、火山機動観測による緊急観測の実施などの対応状況を

明確に公表するとともに、都道府県等必要な関係者へ伝達するものとする。 

 

((((イイイイ)))) 臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報を、火山活動が変化していることを理解できるよう、分か

りやすい説明を加えて発信するものとする。 

((((ウウウウ))))    気象庁地震火山部火山課火山監視・警報センターが発表する次に示す噴火

警報・予報、降灰予報、火山ガス予報、火山の状況に関する解説情報及び火

山活動解説資料を、各関係機関に通報及び確実に伝達するものとする。 

((((エエエエ)))) 噴火警報・予報等の通報伝達系統図は、別紙１のとおり。通報及び伝達を

行う噴火警報・予報は、本文の対象市町村等に長野県内の市町村を含んだも

のとする。また、火山の状況に関する解説情報及び火山活動解説資料もこれ

に準ずる。なお、活動火山対策特別措置法第21条の規定に該当する情報とは、

「噴火警報」をいう。 

((((オオオオ)))) 噴火警報・予報 

・ 噴火警報(居住地域)・噴火警報(火口周辺)  

気象庁地震火山部火山課火山監視・警報センターが、居住地域や火口周辺居住地域や火口周辺居住地域や火口周辺居住地域や火口周辺

に重大な影響に重大な影響に重大な影響に重大な影響を及ぼす火山現象（大きな噴石、火砕流、融雪型火山泥流等、

発生から短時間で火口周辺や居住地域に到達し、避難までの時間的猶予がほ

とんどない火山現象）の発生やその拡大が予想される場合に、「警戒が必要な

範囲」（生命に危険を及ぼす範囲）を明示して発表する。「警戒が必要な範囲」

に居住地域が含まれる場合は「噴火警報（居住地域）」、含まれない場合は「噴

火警報（火口周辺）」として発表する。 

・ 噴火予報 

気象庁地震火山部火山課火山監視・警報センターが、警報の解除等を行う

場合に発表する。 
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ｆｆｆｆ 噴火警戒レベル  

((((ａ))))噴火警戒レベルが運用されている火山 

((((ｂ))))噴火警戒レベルが運用されていない火山 

ｇｇｇｇ 降灰予報 

・噴火のおそれがある火山周辺で、計画的な対応行動をとれるようにするた・噴火のおそれがある火山周辺で、計画的な対応行動をとれるようにするた・噴火のおそれがある火山周辺で、計画的な対応行動をとれるようにするた・噴火のおそれがある火山周辺で、計画的な対応行動をとれるようにするた

めに、定期的に発表する「降灰予報（定時）」めに、定期的に発表する「降灰予報（定時）」めに、定期的に発表する「降灰予報（定時）」めに、定期的に発表する「降灰予報（定時）」    

・火山近傍にいる人が、噴火後すぐ降り始める火山灰や小さな噴石への対応・火山近傍にいる人が、噴火後すぐ降り始める火山灰や小さな噴石への対応・火山近傍にいる人が、噴火後すぐ降り始める火山灰や小さな噴石への対応・火山近傍にいる人が、噴火後すぐ降り始める火山灰や小さな噴石への対応

行動をとれるようにするために発行動をとれるようにするために発行動をとれるようにするために発行動をとれるようにするために発表する「降灰予報（速報）」表する「降灰予報（速報）」表する「降灰予報（速報）」表する「降灰予報（速報）」    

・火山から離れた地域の住民も含め、降灰量に応じた適切な対応行動をとれ・火山から離れた地域の住民も含め、降灰量に応じた適切な対応行動をとれ・火山から離れた地域の住民も含め、降灰量に応じた適切な対応行動をとれ・火山から離れた地域の住民も含め、降灰量に応じた適切な対応行動をとれ

るようにするために発表する「降灰予報（詳細）」るようにするために発表する「降灰予報（詳細）」るようにするために発表する「降灰予報（詳細）」るようにするために発表する「降灰予報（詳細）」 

ｈｈｈｈ 火山ガス予報 

居住地域に長期間影響するような多量の火山ガスの放出がある場合に、火山ガ

スの濃度が高まる可能性のある地域を発表する予報。 

ｉｉｉｉ 火山現象に関する情報等 

噴火警報・予報、降灰予報及び火山ガス予報以外に、火山活動の状況等をお

知らせするための情報等で、気象庁地震火山部火山課火山課火山課火山課火山監視・警報センター

が発表する。 

・火山の状況に関する解説情報  

火山性地震や微動の回数、噴火等の状況等や警戒事項や警戒事項や警戒事項や警戒事項を取りまとめたもので、

定期的または必要に応じて臨時に発表する。 

臨時に発表する際は、火山活動のリスクの高まりが伝わるよう、臨時の発表臨時に発表する際は、火山活動のリスクの高まりが伝わるよう、臨時の発表臨時に発表する際は、火山活動のリスクの高まりが伝わるよう、臨時の発表臨時に発表する際は、火山活動のリスクの高まりが伝わるよう、臨時の発表

であることを明示し、発表する。であることを明示し、発表する。であることを明示し、発表する。であることを明示し、発表する。    

・噴火速報・噴火速報・噴火速報・噴火速報    

噴火の発生事実を迅速に発表する情報。登山者や周辺の住民に、火山が噴火噴火の発生事実を迅速に発表する情報。登山者や周辺の住民に、火山が噴火噴火の発生事実を迅速に発表する情報。登山者や周辺の住民に、火山が噴火噴火の発生事実を迅速に発表する情報。登山者や周辺の住民に、火山が噴火

したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動をとってもらうために、火山活したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動をとってもらうために、火山活したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動をとってもらうために、火山活したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動をとってもらうために、火山活

動を動を動を動を24242424時間体制で観測・監視している火山を対象に発表する。時間体制で観測・監視している火山を対象に発表する。時間体制で観測・監視している火山を対象に発表する。時間体制で観測・監視している火山を対象に発表する。    

・火山活動解説資料  

地図や図表等を用いて火山活動の状況や警戒事項を詳細に取りまとめたもの

で、毎月上旬又は必要に応じて臨時に発表する。  

・週間火山概況  

過去一週間の火山活動の状況や警戒事項を取りまとめたもので、毎週金曜日

に発表する。 

・月間火山概況  

前月一ヶ月間の火山活動の状況等を取りまとめたもので、毎月上旬に発表す

る。  

・噴火に関する火山観測報  

主に航空関係機関向けの情報で、主に航空関係機関向けの情報で、主に航空関係機関向けの情報で、主に航空関係機関向けの情報で、噴火が発生したときに、発生時刻や噴煙高

度等の情報を直ちに発表する。 

 

第１節 第３の１(2)    

((((ウ))))【市町村が実施する対策】 

ａａａａ  県から噴火警報、火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）火山の状況に関する解説情報（臨時）、噴火速報等の伝達を

受けた場合は、地域防災計画の定めるところにより、伝達を受けた事項を市町村

防災行政無線、サイレン、緊急速報メール、登録制メール、登山口等における掲

示、山小屋の管理人等を介した情報伝達等により、関係機関や住民、登山者等へ

伝達するものとする。また、放送事業者等は、伝達を受けた噴火警報等について、

住民、登山者等への伝達に努めるものとする。なお、市町村は、特別警報にあた

る噴火警報（噴火警戒レベルを運用している火山では噴火警戒レベル４以上、噴

火警戒レベルを運用していない火山では「噴火警報（居住地域）」）の伝達を受け

((((カカカカ)))) 噴火警戒レベル  

ａ 噴火警戒レベルが運用されている火山 

ｂ 噴火警戒レベルが運用されていない火山 

((((ウウウウ)))) 降灰予報 

噴煙の火口からの高さが３千メートル以上、あるいは噴火警戒レベル３相当噴煙の火口からの高さが３千メートル以上、あるいは噴火警戒レベル３相当噴煙の火口からの高さが３千メートル以上、あるいは噴火警戒レベル３相当噴煙の火口からの高さが３千メートル以上、あるいは噴火警戒レベル３相当

以上の噴火など、一定規模以上の噴火が発生した場合に、噴火発生から概ね６以上の噴火など、一定規模以上の噴火が発生した場合に、噴火発生から概ね６以上の噴火など、一定規模以上の噴火が発生した場合に、噴火発生から概ね６以上の噴火など、一定規模以上の噴火が発生した場合に、噴火発生から概ね６

時間後までに火山灰が降ると予想される地域を発表する予報。時間後までに火山灰が降ると予想される地域を発表する予報。時間後までに火山灰が降ると予想される地域を発表する予報。時間後までに火山灰が降ると予想される地域を発表する予報。    

    

    

    

(エエエエ) 火山ガス予報 

居住地域に長期間影響するような多量の火山ガスの放出がある場合に、火山ガ

スの濃度が高まる可能性のある地域を発表する予報。 

(オオオオ) 火山現象に関する情報等 

噴火警報・予報、降灰予報及び火山ガス予報以外に、火山活動の状況等をお知

らせするための情報等で、気象庁地震火山部火山監視・警報センターが発表する。 

 

・火山の状況に関する解説情報  

火山性地震や微動の回数、噴火等の状況等を取りまとめたもので、定期的ま

たは必要に応じて臨時に発表する。 

 

 

 

 

 

 

・火山活動解説資料  

地図や図表等を用いて火山活動の状況や警戒事項を詳細に取りまとめたもの

で、毎月上旬又は必要に応じて臨時に発表する。  

・週間火山概況  

過去一週間の火山活動の状況や警戒事項を取りまとめたもので、毎週金曜日

に発表する。 

・月間火山概況  

前月一ヶ月間の火山活動の状況等を取りまとめたもので、毎月上旬に発表す

る。  

・噴火に関する火山観測報  

噴火が発生したときに、発生時刻や噴煙高度等の情報を直ちに発表する。 

 

 

第１節 第３の１(2)ウ 

 ウ【市町村が実施する対策】 

((((アアアア)))) 県から噴火警報、臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報臨時の解説情報、噴火速報等の伝達を受けた場合は、地域防

災計画の定めるところにより、伝達を受けた事項を市町村防災行政無線、サイレ

ン、緊急速報メール、登録制メール、登山口等における掲示、山小屋の管理人等

を介した情報伝達等により、関係機関や住民、登山者等へ伝達するものとする。

また、放送事業者等は、伝達を受けた噴火警報等について、住民、登山者等への

伝達に努めるものとする。なお、市町村は、特別警報にあたる噴火警報（噴火警

戒レベルを運用している火山では噴火警戒レベル４以上、噴火警戒レベルを運用

していない火山では「噴火警報（居住地域）」）の伝達を受けた場合は、これを直
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た場合は、これを直ちに住民、登山者等に伝達するものとする。 

ｂｂｂｂ  住民から噴火等の災害発生のおそれのある異常現象の通報を受けた時は、そ

の旨を速やかに長野地方気象台及び関係機関に伝達するものとする。 

  

((((エ))))【住民が実施する対策】 

火山に関する以下の様な異常を発見した者は、ただちに市町村長又は警察官に

通報するものとする。 

ａａａａ 噴煙：噴煙の増加または減少、色の変化 

ｂｂｂｂ 火口付近の状態：噴気活動の活発化、新噴気孔出現、硫黄などの昇華物の顕

著な付着、硫黄溶融、地割れの出現、火口底の地形変化 

ｃｃｃｃ 地熱地帯の状態：地熱地帯の出現または拡大、地温の上昇、草木の立ち枯れ 

ｄｄｄｄ 鳴動：異常音の発生 

ｅｅｅｅ 火山性地震：有感地震の発生 

ｆｆｆｆ 温泉、湧水：新温泉の湧出、湯量の増加または減少、温度の変化 

ｇｇｇｇ 河川、湖沼、井戸などの異常：変色、混濁、発泡、温度の変化、水位の変化、

沿岸魚類の移動 

ｈｈｈｈ その他：火映、異常臭、動物が鳴かなくなる、動物の死体など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ちに住民、登山者等に伝達するものとする。 

((((イイイイ)))) 住民から噴火等の災害発生のおそれのある異常現象の通報を受けた時は、そ

の旨を速やかに長野地方気象台及び関係機関に伝達するものとする。 

  

エ【住民が実施する対策】 

火山に関する以下の様な異常を発見した者は、ただちに市町村長又は警察官に

通報するものとする。 

((((アアアア)))) 噴煙：噴煙の増加または減少、色の変化 

((((イイイイ)))) 火口付近の状態：噴気活動の活発化、新噴気孔出現、硫黄などの昇華物の顕

著な付着、硫黄溶融、地割れの出現、火口底の地形変化 

((((ウウウウ)))) 地熱地帯の状態：地熱地帯の出現または拡大、地温の上昇、草木の立ち枯れ 

((((エエエエ)))) 鳴動：異常音の発生 

((((オオオオ)))) 火山性地震：有感地震の発生 

((((カカカカ)))) 温泉、湧水：新温泉の湧出、湯量の増加または減少、温度の変化 

((((キキキキ)))) 河川、湖沼、井戸などの異常：変色、混濁、発泡、温度の変化、水位の変化、

沿岸魚類の移動 

((((クククク)))) その他：火映、異常臭、動物が鳴かなくなる、動物の死体など 
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別紙４４４４ 噴火警戒レベルが運用されている火山の噴火警戒レベル表 

及び噴火警戒レベルが運用されていない火山の警戒事項等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙３３３３ 噴火警戒レベルが運用されている火山の噴火警戒レベル表 

及び噴火警戒レベルが運用されていない火山の警戒事項等 
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第２節 第２   

調査事項 調査機関 協力機関 

概況速報 市町村 県関係現地機関 

人的及び住家の被害 市町村 地域振興局 

避難準備情報・避難勧告・指

示等避難状況 

市町村 

 

地域振興局 

農・畜・養蚕・水産業被害 市町村 

地域振興局・農業改良普及セ

ンター・家畜保健衛生所･食

肉衛生検査所・農業協同組合 

 

第１２節 第３の１(2)ウ(ア)   

ａ 避難指示(緊急)、避難勧告 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体

を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため、特に必要があると認め

るときは、次の地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難方向または指定

緊急避難場所を示し、早期に避難指示(緊急)、避難勧告を行うものとする。 

なお、大規模な火砕流等の発生後に広範囲の住民等を混乱なく一斉に避難さ

せることは困難であることに留意し、火山現象の高まりに応じて適切に避難対

象地域を拡大しながら段階的な避難勧告等を発令する発令する発令する発令するよう努めるものとする。 

第１２節 第３の１(2)ウ(エ)ａ 

(e) 避難勧告等の発令避難勧告等の発令避難勧告等の発令避難勧告等の発令にあたっては、関係機関と協力し、広報車等により、避

難の理由、指定緊急避難場所、避難路等を明確に指示し、迅速な周知徹底を

図る。 

 

 

第３６節 第３の１(2)  

ア【県が実施する対策】（県民文化部、教育委員会） 

第３６節 第３の２(2) 

ア【県が実施する対策】県民文化部、教育委員会） 

(ア)  

ｃ 学校給食の確保 

学校給食用物資の補給に支障をきたしているときは、（財）長野県学校給食

会等と連絡をとり、必要な措置をとる。 

(イ) 

ｆ 学校給食の確保 

学校給食用物資の補給に支障をきたしているときは、県教委と連絡をとり、

必要な措置をとる。 

また、災害の状況に応じ、学校給食用施設・設備の提供など、被災者対策に

可能な限り協力する。 

 

 

 

 

 

第２節 第２   

調査事項 調査機関 協力機関 

概況速報 市町村 県関係現地機関 

人的及び住家の被害 市町村 地域振興局 

避難準備情報・避難勧告・指

示等避難状況 

市町村 

 

地域振興局 

農・畜・養蚕・水産業被害 市町村 

地域振興局・農業改良普及セ

ンター・家畜保健衛生所･食

肉衛生検査所・農業協同組

合・森林組合・森林組合・森林組合・森林組合 

 

第２節 第３の１(2)ウ(ア)   

ａ 避難指示(緊急)、避難勧告 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体

を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため、特に必要があると認め

るときは、次の地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難方向または指定

緊急避難場所を示し、早期に避難指示(緊急)、避難勧告を行うものとする。 

なお、大規模な火砕流等の発生後に広範囲の住民等を混乱なく一斉に避難さ

せることは困難であることに留意し、火山現象の高まりに応じて適切に避難対象

地域を拡大しながら段階的な避難勧告等を行う行う行う行うよう努めるものとする。 

第１２節 第３の１(2)ウ(エ)ａ 

 (e)  避難のための勧告、指示を行う避難のための勧告、指示を行う避難のための勧告、指示を行う避難のための勧告、指示を行うにあたっては、関係機関と協力し、広報

車等により、避難の理由、指定緊急避難場所、避難路等を明確に指示し、迅

速な周知徹底を図る。 

 

 

第３６節 第３の１(2)  

ア【県が実施する対策】（総務部、総務部、総務部、総務部、県民文化部、教育委員会） 

第３６節 第３の２ (2) 

ア【県が実施する対策】（総務部、総務部、総務部、総務部、県民文化部、教育委員会） 

(ア)   

ｃ 学校給食の確保 

学校給食用物資（小麦粉、米穀、脱脂粉乳、牛乳）（小麦粉、米穀、脱脂粉乳、牛乳）（小麦粉、米穀、脱脂粉乳、牛乳）（小麦粉、米穀、脱脂粉乳、牛乳）の補給に支障をきたして

いるときは、（財）長野県学校給食会等と連絡をとり、必要な措置をとる。 

(イ)  

ｆ 学校給食の確保 

学校給食用物資（小麦粉、米穀、脱脂粉乳、牛乳）（小麦粉、米穀、脱脂粉乳、牛乳）（小麦粉、米穀、脱脂粉乳、牛乳）（小麦粉、米穀、脱脂粉乳、牛乳）の補給に支障をきたして

いるときは、県教委と連絡をとり、必要な措置をとる。 

また、災害の状況に応じ、学校給食用施設・設備の提供など、被災者対策に

可能な限り協力する。 

。 
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